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第１ 新たな改革に向けて 

 １ 新ষ政改革プラン策定の意拣（ະ຺） 

◯急激な少子化による「人口減少」と「超高齢社会
※１

」が到来し、人口減少による歳入
減、高齢化に伴う社会負担の増加など、様々な問題がೃ挡される中で、当市におい
てもこれらを効果的に解決し、来に負担を残さない、将来をৄྚえたষ政を構築
していかなくてはなりません。 

◯地方公共団体それぞれが、将来に向けて希望が持てるような「まちづくり（何をや
るか）」と、これを推進するための「体制づくり（いかにやるか）」について、こ
れまで以上に、勛റ的なビジョンのもと進める必要があります。 

◯卜ফ২、まちづくりの展望を示した坂東市総合計画「ばんどう未来ビジョン」を策
定しました。現在、この計画に基づき、各種施策を展開しています。 

（শ期ビジョン：2017-2037 勛റプラン：2017-2021） 
◯このビジョンによるまちづくりを着実に実施し、効果をあげるため、第 3 次ষ政改

革大ഹ・実ষ計画の計画期間（2015-2019）を２ফ短縮し、坂東市新ষ政改革プ
ラン（2018-2021）を策定するものです。 

 

 ２ ষ政改革の経ૌ 

◯平成 17 ফ３月 22 日の合併以ఋ、これまでに第 1 次から第 3 次までのষ政改革大
ഹ及び実ষ計画を策定し、取り組んできました。 

◯これまでの取り組みの中で、市ড়サービスの向上、業務の効厾化などについて一定
の成果がみられましたが、具体的な取組や効果が勘厝分なものもみられます。 

◯第 3 次ষ政改革大ഹ・実ষ計画では、36 項目の推進項目及び追加 6 項目について、
53.1％が何らかの効果ありと認められましたが、全庁的な取組体制や進ষ管৶に課
題を残しました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（当市における総合計画及びষ政改革大ഹ・実ষ計画の状況）
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 ３ 当市をとりまく現状と課題 

（１）人口・捪高ೡ会の進ষ 

◯当市における総人口のピーク（合併前の岩井市・猿島町合算分を含む）は、1995 ফ
（平成 7 ফ）で、人口は 59,738 人、高齢化厾

※２
15.5％となっていましたが、2015

ফ（平成 27 ফ）では人口 54,087 人と人口減少が進むとともに、高齢化厾について
も 26.7％となり、10 ポイントを超える上昇となりました。 

○今後、団塊の世代が後期高齢者（75 歳以上）となる 2025 ফ問題が目前に迫るなか、
国য়社会保障・人口問題研捨所の推計では、当市の人口は 2037 ফ（平成 49 ফ）に
43,642 人、高齢化厾 32.2％となり、ಌなる人口減少・超高齢社会が進ষすると試
算されています。生産ফ齢人口

※３
の減少による税収減、社会、地域の担い手勘拒、社

会保障（挨探・介護）を支えるための費用やそれを支える人材、家庭に係る負担増
など、関連する様々な問題に対応していかなければなりません。 
 
 

（２）厳しさを増す財政状況  

◯卐ফの大規模事業（庁舎、その他公共施設）への匐資や広汎な事業展開により、平
成 26 ফ২に 232.4 億円であった地方債現在高は平成 28 ফ২において 309.９億円
となり、また経常収支比厾

※4
においても 89.4％から 92.3％へ上昇するなど、市財政

の硬直化が進んでいます。 
◯当市が負担する社会保障関係費は平成 26 ফ২において 64.8 億円となっていました

が、平成 28 ফ২においては 68.4 億円となっています。今後、ಌなる高齢化厾の上
昇などにより、これらへの財政負担の増加がৄ込まれます。 

◯当市では合併後 10 ফが経厢し、これ以ఋ 5 かফ২をかけて、段మ的に合併算定替
※5

期
間が厖വすることとなります。これに伴い、平成 26 ফ২において 46.8 億円であっ
た地方交付税は、平成 32 ফ২には 37.7 億円（൜災挴興関連交付সを揄くস額で試
算）まで減少するৄ込みであることから、今後ますます厳しい財政状況となるৄ通
しとなっています。 
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（３）公共施設・会インフラのഠᄺ化 

◯公共施設、道挢、上下水道等のഠᄺ化への対応が大きな課題となっています。当市
における公共施設のಌ新・改修費用を試算した結果、今後 40 ফ間で約 2,624.3 億
円（ফ平額：65.6 億円）と、莫大なコストがৄ込まれています。 

◯今後予想される人口減少に伴い、施設を保有し持管৶するコストの確保が大きな
負担となります。শ期的視野のもと財政負担等を考慮した改修やশ寿命化、匏用・
低匏用施設やഠᄺ化した施設等のあり方の検討など、適正保有挪へ向けた、ストッ
ク（ファシリティ）マネジメント

※６
（公共施設をはじめとした経営資源の最適化）の

取り組みが急務となっています。 
 

（４）地方創生や様々な施策への対応 

◯各自治体においては、地方創生による自য়的なまちづくりが求められています。人
口減少時代を迎え、市町村それぞれが持つྟৡを発信し、移住や定住促進に向けた
取り組みを進めるなど、都市間競争はফ々激しさを増しています。 

◯人口減少が進む一方で、地域課題やষ政ニーズは個別化・分化されていることか
ら、施策・事業の選択と集中をষい、挪から専門性や質にこだわった施策や業務の
実施を進めていく必要があります。また、市ড়協働の手法等を活用した地域課題の
解決などにより、多くの市ড়が効果を実感できる施策展開を目指したষ政運営を進
めていく必要があります。 

◯ＩＣＴ（情報通信技術）はもとより、ＡＩ（人口知能）などの新技術については、
ষ政課題の解決やまちづくりにおいて、今後有用な手段となることが予想されるこ
とから、今後の動向を注視しながら、積極的な活用を進めていく必要があります。 
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（５）ষ政ઈ営手法の転換 

◯これまでトップダウン型（上位下達型）中心による意思決定やষ政主導によるまち
づくり・事業展開により、スピード感を持った施策や事業の早期実現が図られてき
た一方で、現場（市ড়・企業・ষ政）感覚やコンセンサスが勘厝分であったこと、
コンプライアンス（法ഥᏍ捿）の問題、透明性などにおいて課題を残す結果となっ
ています。 

○今後のষ政運営については、多様な意ৄやニーズを、施策や事業にいかに取り入れ
るかが重要です。そのため、様々な場面における現場感覚を重視し、市ড়が主叓の
ষ政運営手法へシフトし、まちづくりを展開していく必要があります。 

 ４ 新たな改革の必要性 

① 将来負担に備えた、身の丈に合うスリムなষ政経営（安定性・持続性）を目指す必
要があります。 

 ・人口やల来的なઽ支ਂ拒に備इ、ઌにやるべऌことをやるষ政 
 
② 質の向上を重視したষ政サービス・ষ政活動（高品質・高付加価値）を目指す必要

があります。 
 ・サービスや信頼感が高く、挪より成果を目指した業務 
 
③ 様々な現場の当事者とともにつくるまちづくり（協働・共創）を目指す必要があり

ます。 
 ・課題やニー६への効果的な対応。市ড়、企業、ষ政の協働・連携 
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第２ 改革の基本方針（大綱） 

１ 基本方針 

（１）改革の目標 

「新たな改革の必要性」を踏まえて、「改革の目標」と３つの「改革の視点」を掲げ、 
ষ政改革の目的を明確にします。 
 
 

改革の目標 
 

みんなで取り組む スリムで質の高いষ政経営 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

プラン決定時に、図・写真等を掲載予定 
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改革の視点 –目標に向けて-  

 
ムダやロスのない「挪」の視点 
 

 
・財政ৡを高めて、スリムでコンパクトなষ政経営 
・単なる削減だけでなく、 

「ひと（人材・排ৡ）・もの（施設・道具）・かね（財源）」の最適な配分 
 
 
 
 
 

掫拒২や成果を高める「質」の視点 
 
 
・市ড়サービスの向上や結果の最大化 
・業務の能ৡを高め、発มするための改革 
 
 
 
 
 

みんなが関わり効果や負担を分かち合う「当事者」の視点 
 
 
・市ড়、企業、ষ政など、様々な「当事者」の課題に寄り添う改革 
・「改革のための改革」ではなく、「当事者」が効果を実感し、共感できる。 
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（２）改革の４つの柱 

  改革の目標に向けて、次の４つの改革を柱と位置付けます。 
それぞれの改革の柱について、重点項目を設定し、ムダやロスのない「挪」の視点、掫

拒২や成果を高める「質」の視点、みんなが関わり効果や負担を分かち合う「当事者」の
視点の３つの改革の視点により、取り組むこととします。 

 

①「みんなでつくる」市政改革 
 
○市ড়や企業、団体などあらゆる主体が参加し、役割を分担しながら、能ৡを発มし

てまちづくりを進める協働型の市政への取組を進めます。 
 
 
＜重点項目＞ 
 
 ●すべての市ড়が活躍し、ともに進める市政 
 
  ・捘少ফ、匩性、高齢者などあらゆる人が、市（まち）や地域の課題解決に参加

し、活躍する協働のまちづくりを進めます。 
 
 ●市ড়に信頼され、開かれた市政 
 
  ・市ড়への情報提供や情報の共有化を推進するとともに、市ড়との対話の仕組み

を充実させます。 
 
 ●ড়間のৡを活かした市政 
 
  ・効果的・効厾的にষ政運営を進めるため、ড়間企業等の历れた知掟やノウঁウ

を活用します。 
 
 ●外からのৡを取りみ、連携する市政 
 

・他自治体等との連携による課題解決やシティプロモーション
※７

等により、外部（組
織・人）のৡをまちづくりに活用します。 
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②「後世に負担を残さない」財務改革 
 

○人口ৎ代に対応でऌる財政基ೕを確য়するため、歳入の確保や歳出೪制、ల来
負担の೪制に資する取組をষい、財政ઽ支の健৸性を高めるとともに、歳入にৄ合
った歳出構造を構築します。 

 
 

 
 ＜重点項目＞ 
 
 ●公平性と創意工夫で取り組む歳入改革 
 

・市税及び税外厄স等の徴収対策を強化するとともに、ऴるさと納税制২や企業動
などと連携した財源確保などに取り組みます。 

 
 ●コストを意掟し、৭උとૐরによる歳出改革 
 

・費用対効果の視点を重視したスクラップ・アンド・ビルドの取組により、真に必
要な事業への財政匐資をষうともに、補助সなど様々な公費負担（支出）のあり
方について適正化を図ります。 

 
 ●経営的視点で取り組む財産改革 
 

・施設のশ寿命化や匏用、低匏用の保有資産（拋地・公共施設等）について、
持管৶コストのあり方や保有挪の適正化の視点を踏まえた、総合的なマネジメン
トをষいます。 

 
 ●総合的な財政構造の改革 
 

・শ期的な視野のもと、持続性を担保した財政運営をষうとともに、市ড়に信頼さ
れるよう財務に関する情報の共有をষいます。 
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③「おもてなし」を体現するサービスの改革 
 

○顧客である市ড়の視点にয়ったষ政サービスを、効૨的、効果的に提供でऌるよう、
創意工夫のもと、継続的な改善を図るとともに、一人ひとりに寄り添う、心のこも
ったサービスを提供します。 

 
 
 ＜重点項目＞ 
 
 ●ਹで掫拒২の高い窓口サービス 
 
  ・来庁者の様々なニーズに対応した、匏で掫拒২の高い窓口（相談）体制を確

য়します。 
 
 ●ＩＣＴ等を活用したサービスの向上 
 
  ・マイナンバー（個人番号）制২やインターネット等の活用等により、各種手続

等の匏性を高めます。 
 
 ●細やかでഛႠな市ড়サービスの提供 
 
  ・多くの人がサービスや制২を匏用できるよう、内容の改善を図るとともに、必

要とする人が、適卲にষ政サービスを受けられるよう、アウトリーチ（来庁が
困難な市ড়を想定したサービス）体制等の充実や、匏用しやすい仕組みづくり・
情報提供に努めます。 
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④「ৡ強い市役所」をつくる組織と人材の改革 

 
○拘られたষ政資源を効૨的・効果的にਹ用し、様々なষ政（市ড়の）課題に対 

して、的確に対応する体制を確য়するため、市役所の業務৸ಹについてৄઉしをষ
い、業務の最適化と人材・組織の活性化に資する取組をষいます。 

 
 
 ＜重点項目＞ 
 
 ●効૨的に質の高い捸事をするための業務改善 
 
  ・真に必要なことを効厾的に実ষする業務方法（プロセス）への転換を目指して、

イノベーション（技術革新）の活用など、様々な視点から全庁的な改善をষう
とともに、現場の課題解決に資する取組をষいます。 

 
 ●意欲高く活躍する職員ৡの向上 
 
  ・人事評価制২の適正な運用、職員研修の充実による、意ඟ・能ৡの高い職員の

育成や専門性の高い職員の確保等をষうとともに、ワーク・ライフ・バランス
※８

の
推進や職場環境の改善充実等により、能ৡが発มできる環境づくりをষいます。 

 
 ●化に対応する組織ৡの強化 
 

 ・新庁舎における業務ষ体制の検証、ষ政課題への取組強化等の視点に基づき、
組織機構の改革をষうとともに、テーマごとに沿った部局横断、ボトムアップ的
な課題解決など、ฑໞで効果的な組織の運用をষいます。 

 
 ●捦機拻৶体制の強化 
 

・大規模自然災害発生時や緊急時などに対応できる危機管৶体制を構築するととも
に、国ড়保護、情報セキュリティやコンプライアンス、新感ഉඪなど、新たな危
機管৶上の課題に対応できるような、体制の整備をষいます。 
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２ 改革の推進方法 

（１）推進期間 

坂東市新ষ政改革プランは、ばんどう来ビジョン勛റプランとの連動を図るため、
2018（平成 30 ফ）2021ع（平成 33 ফ）を推進期間とします。 

 

（２）推進体制 

①坂東市ষ政改革推進本 
市শを本部শとする「坂東市ষ政改革推進本部」を中心に、取組・進捗状況の確認、取

組成果等の進ষ管৶をষい、全庁的にষ政改革に取り組みます。 
 
②各課・職員 
 各課においては、坂東市ষ政改革推進本部本部শの指示のもと、所管する業務等につい
て改革の取組をষうとともに、取組状況を推進本部に報告します。所属শは、改革の成果
が得られるよう、所属の職員全員への周知や浸透を図るとともに、職員一人ひとりが改革
への参加意掟を高め職務にಏみます。 
 
③坂東市ষ政改革༦談会 

市ড়の代表者などで組織する「坂東市ষ政改革༦談会」で、ষ政改革大ഹの推進状況に
ついて定期的に報告を受けるとともに、ষ政改革大ഹの推進について必要な助匟をষいま
す。 

 
（３）アクションプラン（実ষ計画）の策定 

基本方針（大ഹ）の具体的な項目を推進するため、アクションプラン（実ষ計画）を策
定します。アクションプランでは、ফ২別のスॣジュールを設定するとともに、「改革の
視点」に沿った目標や成果について、可能な拘り「ৄえる化」に努めます。 

 
（４）進ষ拻৶ 

アクションプランは、継続的なＰＤＣＡ
※９

サイクルにより、必要なৄ直しや改善をষいま
す。このサイクルは毎ফ২、改革の視点で示した３つの視点に基づき、目標の達成状況等
について評価をষい、実施することとします。 

 
（５）進捗状況の公表 

市のホームページや市政情報コーナーなどにおいて、毎ফ、取組項目の進捗状況をわか
りやすく公表するものとします。 
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第３ 改革のアクションプラン（実ষ計画）概要 
 

１「みんなでつくる」市政改革  
○市ড়や企業、団体などあらゆる主体が参加し、叓割を分担しながら、能ৡを発มしてまち

づくりを進める協働型の市政への取組を進めます。 

 

（１）すべての市ড়が活躍し、ともに進める市政 

捘少ফ、匩性、高齢者などあらゆる人が、市（まち）や地域の課題解決に参加し、活躍す

る協働のまちづくりを進めます。 

番号 タイトル 取組内容 
1 拥議会等における性委員のః用૨の向

上 
 「拥議会等への匩性ః用のための指針」に
基づき、積極的な匩性のః用をষう。 
 各専門分野において掟ৄ又は経験等を有す
る匩性に係る情報を匩性人材バンクとして整
備する。 
 

担当課： 市ড়協働課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
 ○  

2 バンドウミライ楽考の充実及び卒業生と
の連携 

 バンドウミライ掱考の各種座のৄ直しを
ষうとともに、まちづくり活動情報メールへ
のః捎の推進や市ড়協働に関する各種情報の
෮業生への発信をষう。 
 
 

担当課： 市ড়協働課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
 ○  

3 捘ফの会参加の促進  市内にある高等学校及び生徒との連携、市
外へ通学する高校生など多数の捘少ফが参加
できる方策について検討する。 
 
 
 

担当課： 市ড়協働課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
  ○ 

4 農業担い手確保  農協・普及所と連携することにより農業法
人を目指そうとする人のサポートをষい、認
定農業者の農業法人の数を増やす。 
 
 
 

担当課： 農業政策課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
 ○ ○ 
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番号 タイトル 取組内容 
5 道挢の捧の活用  地域住ড়の様に、地元の道挢の捧とし

て捜化活動等をষっていただき、景観の持
や、ඌ挢のႶれ、木及び道挢の措ംなど
の早期発ৄにつなげる。 
 
 

担当課： 道挢課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
  ○ 

6 地挦で支इるੇ൦の教育ৡ向上 地域人材を活用・養成し、家庭教育支援チ
ームの組織化、家庭教育支援員の配置等をষ
い、家ఔ形態や経済的問題等により、勘ః校、
児童虐待、経済的困難などの様々な問題を抱
え込み、主体的な家庭教育が困難になってい
る家庭に対し、訪問型支援を中心とした幅広
い支援をষう。 

※市単独事業として取組検討 

担当課： 生涯学習課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
 ○ ○ 

7 市ড়協働型「みどりのさと」൫生化プロ
ジェクト 

「できるだけ経費をかけず」というコンセ
プトのもと、七郷分館を中心とした地元地域
との協働による「みどりのさと」広場の芝生
化プロジェクト。 

七郷分館を中心に、地元の小学生や匏用団
体等による芝張りイベントを実施することで
芝生化された広場への愛着を醸成し、その後
の芝生の管৶は地元におൢいすることで、管
৶費用の増加を抑える。 

担当課： 生涯学習課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
 ○ ○ 

 

（２）市ড়に信頼され、開かれた市政 

市ড়への情報提供や情報の共有化を推進するとともに、市ড়との対話の仕組みを充実させ

ます。 

番号 タイトル 取組内容 
8 市ড়の市政への৶解と参加の促進 

（市ড়の拨） 
 市ড়からのご意ৄ・ご要望を集約し、担当
課に、改善策や現状について回答を依頼する。
進捗状況を確認し、迅速な対応（１週間以内）
を促す。 
 
 

担当課： 秘書広聴課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
 ○ ○ 
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番号 タイトル 取組内容 
9 市ড়の市政への৶解と参加の促進 

（યশ༦談会） 
 市ড়が気ೄに参画できる環境と体制をつく
るため、分かりやすいষ政施策の拿明をষい、
より活発な意ৄ交換がষわれる方策を検討す
る。 
 
 

担当課： 秘書広聴課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
 ○ ○ 

10 市ড়への情報発信 
（広報紙） 

 今後ৡを入れていく政策の周知や、情報提
供内容の充実、バリアフリー化を図り、市ড়
にとって分かりやすい広報紙面を作成する。 
 
 
 

担当課： 秘書広聴課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
 ○ ○ 

11 効果的な情報発信体制の構築  全庁的な情報発信の取組み方針を掲げ、各
課における情報収集、整৶・分ෲ、発信を効
果的にষえる仕組みを構築するとともに、誰
もが取組みやすいものとするための支援をষ
う。 
 

担当課： 企画課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
 ○ ○ 

12 議会情報発信の改善・充実 市ড়視点による開かれた議会を目指し、議
会に対する市ড়の関心をさらに高めるため、
議会だよりや市ホームページで発信している
情報の改善・充実を図る。 
 
 

担当課： 議会事務局 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
○ ○ ○ 

 

（３）ড়間のৡを活かした市政 

効果的・効厾的にষ政運営を進めるため、ড়間企業等の历れた知掟やノウঁウを活用し 

ます。 

番号 タイトル 取組内容 
13 連携協定を活用した防災体制の強化  協定締結先と協定内容及び連絡体制の確認

を進めるとともに、現在の協定でカバーでき
ていない部分を補完するため、新たな協定締
結をষう。 
 
 

担当課： 交通防災課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
 ○ ○ 

 



 

   15 

 

（４）外からのৡを取りみ、連携する市政 

他自治体等との連携による課題解決やシティプロモーション等により、外部（組織・人）

のৡをまちづくりに活用します。 

番号 タイトル 取組内容 
17 関係人口を増やすシティプロモーション  市内の関係機関及び事業所や市ড়のほか、

市外の企業や人との連携も視野に入れた取組
みを目指す。補助সに頼ることなく継続性の
あるグリーンツーリズム

※12
の考案やイベント

実施時の農業体験、文化体験の充実を図るな
ど「仕組みづくり」を構築する。 

担当課： 企画課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
 ○ ○ 

 

番号 タイトル 取組内容 
14 効果的なড়連携手法等の推進  指定管৶者制২やড়間委等の効厾的・効

果的な運用に向けて、状況調査や改善を図る
とともに、ＰＰＰ

※10
（パブリック・プライベー

ト・パートナーシップ）、ＰＦＩ
※11

（プライベ
ート・ファイナンス・イニシアティブ）など
様々な手法の活用により、公ড়が連携した効
果的な公共サービスの提供を推進する。 

担当課： 企画課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
○ ○ ○ 

15 择課後ుญクラブઈ営ড়営化に向けた 
取組 

择課後児童クラブ運営のড়営化に向けた調
査や検討をষう。 

 
 
 
 

担当課： 子育て支援課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
 ○  

16 地挦ਹ施設 ড়間活ৡの導入 用地交渉やパーキングエリアとの連携に向
けた関係機関との調整をষいつつ、地域匏
施設に関するড়間活ৡ導入の検討・実施をষ
う。 

 
 

担当課： 都市整備課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
○ ○  
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２「後世に負担を残さない」財務改革  

○人口減少時代に対応できる財政基盤を確য়するため、歳入の確保や歳出抑制、将来負担の

抑制に資する取組をষい、財政収支の健全性を高めるとともに、歳入にৄ合った歳出構造を

構築します。 

 

（１）公平性と創意工夫で取り組む歳入改革 

市税及び税外厄স等の徴収対策を強化するとともに、ऴるさと納税制২や企業活動などと

連携した財源確保などに取り組みます。 

番号 タイトル 取組内容 
20 広告財源の確保 

（広報紙・市ホームぺージ） 
 広告掲載募集案内記事を広報紙へ掲載する
とともに、捁ফ掲載している企業への継続案
内をষう。 
 
 
 

担当課： 秘書広聴課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
○ ○  

 

番号 タイトル 取組内容 
18 ළ水૪৶の事業ઈ営に係る「広挦化・共

同化計画」の策定 
 平成30ফ6月、茨城県において、「広域化・
共同化計画策定検討会」が設য়された。 

今後、県内をブロック単位に分け、公共下
水道、農業集叉ൾ水、しႌ処৶について広域
化・共同化の検討を進める。 

 

担当課： 下水道課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
○  ○ 

19 効果的なメॹィアの活用による知২向
上・事業等PR 

市広報をはじめホームページや各種新聞社
からの取材による紙面掲載など、効果的にメ
ディアを活用し、展༮会、ষ匵、開催イベ
ントなど各種情報の発信を充実させる。 

 
 

担当課： 資厄館 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
 ○ ○ 
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番号 タイトル 取組内容 
21 市税の課税客体の的確な把握の強化 

 
 

 業務体制の強化を図りつつ、以下の内容に
ついて効厾的・効果的な取組をষう。 
・市県ড়税申告者に対する調査や呼出し 
・所勘明者の実態調査 
・ೄ自動区ః捎（廃区）の実態調査、リサイ

クルシステムの活用、収納課との連携 
・固定資産税公示送達者の実態調査 

担当課： 課税課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
○ ○ ○ 

22 持人કড়税（્શඉઽ分）等のವ付のਹ
向上のための取組 

 総務匚が主体となり、複数の地方団体に対
して、一২のඝ作で電子的に納税可能となる
「地方税共通納税システム」が構築されるが、
これへ参加し、データ連携をষうための厜備
や運用をষう。 
 

担当課： 収納課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
 ○  

23 市税のඉઽ૨向上のための取組  現ফ২課税分の収納厾向上、財産調査の徹
底と滞納処分の強化、初期滞納の徹底した抑
制、納税意掟の高๐を目標に掲げ、滞納整৶
の強化と収納厾向上に向けた対策に取り組
む。 
 

担当課： 収納課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
  ○ 

24 市税のವ付のਹ向上のための取組 市税等の納税について、Pay-easy（ペイジ
ー）や、デビットカード、プリペイド式の電
子マネーなどによる多種多様な納付方法の中
から、納税者が納付しಔい納付方法を追加す
る。 

担当課： 収納課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
 ○  

25 新たな広告財源の確保（施設等）  公共施設のネーミングライツ
※13

（命名権制
২）や広告掲示、広告付案内板など、新たな
広告財源について、全庁的な取組を検討し、
導入を進める。 
 

担当課： 企画課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
○ ○ ○ 

26 新たな広告財源の確保 
（コミュニティバス広告ਹ用） 

 広告スペースの匏用について、積極的に広
報紙やホームページで公募等をষい、市内外
の事業者等より広告を受け付ける。また、よ
り高い広告収入を得られる区外広告（ラッピ
ングバス）等についても検討する。 
 

担当課： 企画課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
○ ○  
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番号 タイトル 取組内容 
27 坂東市ऴるさと応援寄ဟ制২の活性化  贈呈品の豊挛さと寄附卅数は一定损২比捁

すると思われることから、公募等により随時
新たな贈呈品を追加していく。また、地域課
題解決のための具体的な施策を掲げることで
寄附を募るクラウドファンディング（CF）

※14
型

や寄附সの適卲な管৶（基স積みয়て）につ
いて検討を進める。 

担当課： 企画課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
○ ○  

28 企業誘致の促進 
（坂東インター工業団地） 

 分譲面積55.3ｈａのうち39.2ｈａが分譲
済となっている。 
 残画地（４画地16.1ｈａ）について、造成
工事を進め早急に分譲を完വさせる。 
 য়地企業に対して地元౻用について積極的
に働きかけ、就業の場の確保と税収アップを
図り、市の歳入に繋げる。 

担当課： 特定事業推進課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
○  ○ 

29 拙助制২の捑掄的な活用 
（বড়健೨保૫・保健事業） 

挨探費の削減を図り、安定的な運営をষっ
ていくためには、保健事業の充実による挨探
費の適正化が必要である。保健事業の実施に
係る費用について、国・県等の補助制২を積
極的に活用する。 

 

担当課： 保険ফস課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
 ○  

30 介護保૫મઽವ૨の向上  65歳到達者への納入通知書送付時に、口座
振替依頼書を同封する。 
 電話催告、夜間徴収、休日徴収の強化を図
り、適卲な滞納整৶の実施に努める。 
 

担当課： 介護福祉課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
  ○ 

31 畑地帯総合整備事業 農業基盤整備事業を効厾的にষうことによ
り、生産性向上による農業経営の向上と安定
を図るとともに、事業実施により地区の担い
手となっている農業జ事者への集積厾を向上
させ、補助সを確保する。 

担当課： 農業政策課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
 ○ ○ 

32 農業ૐൾ水ઞ用મの口ౠ捽౹へのಌ  公共下水道の却用厄徴収方法を参考に、徴
収や納付方法等を検討し、農業集叉ൾ水却用
者に拿明をষい、口座振替へ移ষする。 

担当課： 下水道課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
○  ○ 
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（２）コストを意掟し、৭උとૐরによる歳出改革 

費用対効果の視点を重視したスクラップ・アンド・ビルドの取組により、真に必要な事業

への財政匐資をষうともに、補助সなど様々な公費負担（支出）のあり方について適正化を

図ります。 

番号 タイトル 取組内容 
33 市拙助স制২のગ構築  補助স制২（規ಋ、基厜、評価制২）その

もののৄ直しや改善をষうとともに、効果的
に補助事業の評価を実施し、公共性、公益性、
費用対効果等の観点から評価の低いものにつ
いては内容の改善又は中止・廃止を含めた検
討を進める。 
 

担当課： 企画課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
○ ○ ○ 

34 定期イベント等の事業評価  市が主催・共催する定期的なイベント等に
ついて、費用対効果等の観点を踏まえ事業評
価をষう。この評価に基づき、一ಽの市ড়協
働型・自য়型に向け、より事業効果が高く、
かつ、市ড়が活躍し掱しめるイベントを目指
し、ৄ直しや改善をষう。 
 

担当課： 企画課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
○ ○ ○ 

35 計画的な事業・施策の実施と総点検 
（実施計画・ষ政評価） 

 「勛റプラン実施計画」を策定し、ＰＤＣ
Ａ（計画→実ষ→評価→ৄ直し）サイクルに
よる適卲な進捗管৶をষう。（成果や課題等
の検証、事業の進捗状況の把握、指標等を用
いた進捗等の定挪的な評価） 
 「ষ政評価制২」の導入を検討する。（事
務事業の選択と集中（スクラップ・アンド・
ビルド）をষうための仕組み） 

担当課： 企画課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
○ ○ ○ 

36 市の外郭団体（出資団体）等のチェック
強化 

 ใ掑のチェック制২（指導や監査制২等）
の効果的な運用を図るとともに、これを体系
づけ発展させた、全庁的なチェック（評価）
制২等の導入を検討する。 
 
 

担当課： 企画課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
○ ○  
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番号 タイトル 取組内容 
37 リサイクル・リユースの向上 広報や市ড়座等によるཟ発を強化し、資

源ごみを分別することを徹底していくことで
ごみ処৶挪の増加を抑えていく。 

 
 
 
 

担当課： 生活環境課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
○ ○ ○ 

38 ಖઋ揃害者挨探助成স支給の適正化  ಖ卡障害者挨探助成স支給の適正化につい
て検討する。 
 
 
 
 

担当課： 社会福祉課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
○   

39 子育て情報の発信 
（子育てガイドブック） 

 子育てガイドブックをより多くの方に配布
し、子育て情報を広く発信するため、広告掲
載により市の財政負担なく、発ষ部数を確保
する。 
 

担当課： 子育て支援課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
○ ○  

40 要介護認定૨
※15

の低位安定化  介護予防事業の充実等により、高齢者の健
康寿命の延伸を図る。 
※介護保険給付費の抑制に寄与する。 担当課： 介護福祉課 

各視点での取組 
挪 質 当事者 
 ○ ○ 

41 拼ᅡশํ挻化修ሂ計画に基づく修ሂ等の
実施によるষ政コストのೠ 

 市内の道挢橋155橋及び横断歩道橋3橋に
ついて、道挢法施ষ規ಋに基づき、点検対象
橋ᅡについて卐接目視による5ফに1回の定
期点検を実施する。 

点検結果を踏まえてশ寿命化修ሂ計画の策
定・ಌ新を実施するとともに、当ჾ計画に基
づき、計画的な修ሂ・ಌ新等を実施する。 

 
担当課： 道挢課 

各視点での取組 
挪 質 当事者 
○ ○  
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番号 タイトル 取組内容 
42 ૐ客ਯのఁ大及び拙助সのచ  市ড়ఠ掱ホールは、「クラシックコンサー

ト」をメインにする会館ではあるが、事業の
ৄ直しや市ড়が捧しみやすい഼術・文化を提
供することにより来館者数の増加がৄ込め
る、めりはりのある事業展開をষい、補助স
の減額に努める。 

担当課： 市ড়ఠ掱ホール 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
○ ○  

43 市拙助স等のチェック強化 
(財政援助団体等の監査) 

 財政援助団体や出資団体等のチェック機能
（適正化・透明性）の充実を図るため、監査
計画に基づき、重点項目を設けて監査を実施
する。また、定期監査時において各団体の補
助সの会計処৶について監査を実施する。 

担当課： 監査委員事務局 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
○ ○  

 

（３）経営的視点で取り組む財産改革 

施設のশ寿命化や匏用、低匏用の保有資産（拋地・公共施設等）について、持管৶コ

ストのあり方や保有挪の適正化の視点を踏まえた、総合的なマネジメントをষいます。 

番号 タイトル 取組内容 
44 公共施設等総合拻৶計画に基づく「持શ

施設計画」の策定 
「個別施設計画」の策定に向けた全庁的な取

組体制の構築を図り、各施設の個別計画策定
のための調査・点検・診断を実施する。 

শ期的な持管৶、改修コストや施設保有
挪の最適化・予防保全型への転換を踏まえた、
個別施設計画を策定し、計画に基づいた施設
のশ寿命化や改修等をষう。 担当課： 管財課 

各視点での取組 
挪 質 当事者 
○  ○ 

45 未ਹ用（低ਹ用）地等の૪分（ਲ਼ే）と
適正なਹ活用 

匏用地等有効活用検討委員会において、
匏用（低匏用）の公有財産（拋地、施設）
について、処分（匉ే）や適正な匏活用につ
いての方向性を検討し、財産改革の視点にয়
った公募匉ేや匏活用を進めていく。 

担当課： 管財課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
○  ○ 
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番号 タイトル 取組内容 
46 市営場における拻৶ 防災対策及び管৶経費削減の観点から、

木などの危険性のレベルの選定と、計画的な
ᅇ఼やᗭ定をষう。 

 
 

担当課： 生活環境課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
○ ○  

47 公共下水道事業ストックマネジメントの
実施 

 ストックのリスク評価等をষい、শ期的な
施設管৶の目標、点検調査計画及び改善改築
計画等の基本計画を策定する。 

基本計画策定後、5ফ計画で実施する点検
調査、改築をষう実施計画を策定し、改築工
事を実施する。 

担当課： 下水道課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
○   

48 学校施設に関する計画的な改修計画の検
討 

学校施設について今後の改修等の計画・検
討をষうとともに、市財政の負担を平厜化し、
計画的な改修が可能となるよう公য়学校施設
に係るশ寿命化計画の策定をষう。 担当課： 学校教育課 

各視点での取組 
挪 質 当事者 
○  ○ 

49 শํ挻化計画の策定及び計画に基づく改
修（体育施設） 

体育施設適正保有挪を踏まえた施設ごとの
শ寿命化計画を策定し、その計画に基づき改
修をষう。また、計画自体については、人口・
匏用者数・匵価動向等を考慮し、適ৄ直し
をষう。 

担当課： 国体・厲捃・スポーツ 
振興課 

各視点での取組 
挪 質 当事者 
○ ○  

50 持続可能な施設の在り方 
（総合文化ホール 総合拻৶計画） 
 

 坂東市総合文化ホールについて、公共施設
総合管৶計画に基づき、শ期的な持管৶、
改修コストの最適化を踏まえて、個別計画を
策定し、計画に基づいたশ寿命化や改修をষ
う。 
 

担当課： 市ড়ఠ掱ホール・図書館 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
○ ○  
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（４）総合的な財政構造の改革 

শ期的な視野のもと、持続性を担保した財政運営をষうとともに、市ড়に信頼されるよう

財務に関する情報の共有をষいます。 

番号 タイトル 取組内容 
51 地方公会計制২

※16
 仕訳について、日々のষの中で処৶がで

きるよう、財務会計システムの改修をষうと
ともに、ষにおいて担当課で入ৡをするた
めの研修をষう。 担当課： 財政課 

各視点での取組 
挪 質 当事者 
○ ○ ○ 

52 財政ઽ支ৄৢしの作成、公表 国の税財政改革や景気、人口動態による市
税の変動等を踏まえ、わかりやすい財政収支
ৄ通しの作成と公表をষう。 

担当課： 財政課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
 ○ ○ 

53 下水道事業の公営企業会計適用 地方公営企業会計への移ষに向け、下記の
取組をষう。 
・固定資産の調査・評価 
・組織体制の検討、厬捁規ಋの制定改正 
・新予算のౣ成、占ち卲り決算 
・会計システムの構築 

担当課： 下水道課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
○  ○ 
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３「おもてなし」を体現するサービスの改革  

○൹客である市ড়の視点にয়ったষ政サービスを、効厾的、効果的に提供できるよう、創意

工夫のもと、継続的な改善を図るとともに、一人ひとりに寄り添う、心のこもったサービス

を提供します。 

 

（１）ਹで掫拒২の高い窓口サービス 

来庁者の様々なニーズに対応した、匏で掫拒২の高い窓口（相談）体制を確য়します。 

番号 タイトル 取組内容 
54 子化対策の一括拻৶ઈ営 

(結婚相談事業の一元化) 
 複数の担当課で実施されている結婚相談事
業の所管を統一する。 

担当課： 秘書広聴課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
○ ○ ○ 

55 相談体制の充実 
（市ড়相談） 

市ড়からの相談内容による、各種専門の相
談窓口への振り分け、相談員からの報告を受
けて、相談の完結状況を把握する等により、
相談匏用の推進や体制の充実を図る。 

担当課： 秘書広聴課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
 ○ ○ 

56 確定申告業務の改善・向上  電子申告やパソコン等による申告書自己作
成の奨励を図るとともに、市職員の受付体制
を強化（税務経験者の応援配置など）する。 

担当課： 課税課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
○ ○ ○ 

57 各捶申請・手続ऌに関するਹ性の向上  各ফ২において申請等に関する改善の検討
をষい、申請書థのලಞ化・合৶化、添付書
థやഀなどの匚റ、申請手段のලಞ化・ی
ＥＢ化などを実施する。 

担当課： 企画課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
○ ○ ○ 
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番号 タイトル 取組内容 
58 ਹ用しやすい窓口環境の整備 来客者の待ち時間短縮のため、ワンストッ

プサービスに固定せず担当部署での発ষや状
況に配慮した証明書交付場所の分散型（ワン
フロアサービス）について検討を進める。 

 
 

担当課： 市ড়サービス課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
 ○ ○ 

59 ਹ用可能な窓口サービスのಌなる周知 HPや広報紙等を匏用し、さしま窓口センタ
ーで匏用可能なサービスのಌなる周知を進
め、住ড়の方のニーズに対応した窓口サービ
スの提供をষう。また、案内板等の工夫・設
置をষう。 

 

担当課： さしま窓口センター 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
○ ○  

60 申請のしやすい環境づくり 
(挨探ૣකા؟自署の場合のഀのറ) 

 来庁者から提出していただく申請書につい
て、自署の場合はഀを匚റする。 
 
 
 
 

担当課： 保険ফস課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
○ ○ ○ 

61 坂東市子育て世代包括支援センターの開
設 

 子育て世代包括支援センターを開設し、妊
産婦・乳幼児の状況を保健師等の専門家が継
続的・包括的に把握する。これにより、妊娠
から出産・子育て期にわたり必要な支援の調
整や関係機関と連携した、卲れ目のない支援
を提供する。 

担当課： 健康づくり推進課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
 ○  

 

（２）ＩＣＴ等を活用したサービスの向上 

マイナンバー（個人番号）制২やインターネット等の活用等により、各種手続等の匏性

を高めます。 

番号 タイトル 取組内容 
62 マイॼンバーढ़ードのਹ活用 総合窓口に来庁する市ড়に、コンビニ交付

の匏性を推奨し、カードの申請・交付を継
続的に進めていく。 

担当課： 市ড়サービス課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
 ○  
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番号 タイトル 取組内容 
63 施設予約システムの導入 予約システムの導入について、県及び他市

町村の状況を調査し、予約システム導入の可
否及びシステム内容を決定する。 

 
 
 

担当課： 国体・厲捃・スポーツ 
振興課 

各視点での取組 
挪 質 当事者 
○ ○  

 

（３）細やかでഛႠな市ড়サービスの提供 

多くの人がサービスや制২を匏用できるよう、内容の改善を図るとともに、必要とする人

が、適卲にষ政サービスを受けられるよう、アウトリーチ（来庁が困難な市ড়を想定したサ

ービス）体制等の充実や、匏用しやすい仕組みづくり・情報提供に努めます。 

番号 タイトル 取組内容 
64 公園パンフレット・案内看板（公共サイ

ン）の作成 
 公園パンフレットを作成し、市内の方や公
園周ఈの方だけでなく、市外の匏用者や観光
客に公園を周知することで多くの人に公園を
匏用してもらう。 
 匏用者の視点にয়って、必要な情報を提供
するため、案内看板（公共サイン看板）を設
置する。 

担当課： 都市整備課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
 ○  

65 ICT技術の活用による細やかな図書館サ
ービスの提供 

各小学校区に拠点を形成し、図書館（岩井
図書館・猿島図書館）を中心として、新たな
地域情報ネットワークの基盤を構築する。 

担当課： 図書館 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
 ○  

66 ਹ用者目拓のৄઉしや改善 
(資મ館へのアクセス検討) 

交通アクセスに関する勘具合の解拔に向け
検討を重ねる。 

担当課： 資厄館 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
○ ○  
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４「ৡ強い市役所」をつくる組織と人材の改革  

○拘られたষ政資源を効厾的・効果的に匏用し、様々なষ政（市ড়の）課題に対して、的確

に対応する体制を確য়するため、市叓所の業務全ಹについてৄ直しをষい、業務の最適化と

人材・組織の活性化に資する取組をষいます。 

 

（１）効૨的に質の高い捸事をするための業務改善 

真に必要なことを効厾的に実ষする業務方法（プロセス）への転換を目指して、イノベー

ション（技術革新）の活用など、様々な視点から全庁的な改善をষうとともに、現場の課題

解決に資する取組をষいます。 

番号 タイトル 取組内容 
67 職員提案制২のৄઉし 現制২の検証をষうとともに、提案案卅の

公表、１課１提案運動の導入等を検討する。 

担当課： 総務課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
○ ○  

68 自治体クラウド
※17

の導入  自治体クラウドへ対応するために、卐ๆ自
治体と協議会を組織し、各電算システムの共
通化を図るとともに、市の業務運用方法につ
いてৄ直しをষう。 

担当課： 総務課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
○   

69 業務の効૨化（RP A
※18

の導入）  職員がষっている業務において単ෞ作業
や、マニュアル化できる定型業務など、RPA
で処৶可能となる業務を選定し、システム導
入を目指す。また、場合によっては業務プロ
セスのৄ直しをষう。 

担当課： 総務課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
○  ○ 

70 ペーパーレス会議の導入 ペーパーレス会議システム導入について、
会議の運用方法のৄ直しによるシステムの匏
活用の検討をষう。 
 
 
 

担当課： 総務課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
○  ○ 
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番号 タイトル 取組内容 
71 業務の状況調査と総点検  各所管における業務内容や業務挪を把握す

るため、業務状況調査を実施し、各課の業務
の「ৄえる化」を図る。 
 この業務状況調査をとおして、市の組織機
構のあり方や適正人員の把握のほか、業務を
分ෲし、業務手法のৄ直し（ＢＰＲ

※19
的手法：

業務プロセスの再構築も検討）や業務自体の
スクラップ・アンド・ビルドなどをষう。 

担当課： 企画課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
○ ○ ○ 

72 効૨的な地ආ調査事業の推進  面積１⒙以上の区域設定が調査期間のশ期
化を招く大きな要因であったと考察されるた
め、適正規模による区域及び期間設定をষう
とともに、これまで「直営」により実施して
いた一ൿ地調査等の工损について、専門知掟
を有する業者への「ড়間委」により業務の
効厾化を図る。 

担当課： 農業政策課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
○ ○  

73 申請受付マニュアルの改善・充実 住挭リフज़ーム助成申請受付事務における
マニュアルについて、卧義事捁集の作成、マ
ニュアルの修正をষう。 担当課： 商工観光課 

各視点での取組 
挪 質 当事者 
 ○  

74 イベント進ষマニュアルの改善・充実 各イベントの進ষマニュアルの項目追加・
修正をষう 

担当課： 商工観光課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
 ○  

75 議会事務マニュアルの改善・充実 事務マニュアルの改善・充実を図り、局内
の事務事業を総合的・効厾的に推進し、機能
をさらに高める。 

担当課： 議会事務局 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
○ ○ ○ 
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番号 タイトル 取組内容 
76 各校と連携した学校事務事業改善の実施 各校の事務職員等で構成される学校事務共

同実施協議会等と連携を図り、現在ষわれて
いる学校事務に関する課題・問題点を共有し、
事務改善や課題の解決、業務に関する意掟の
共有、関係間での連携の強化を図る。 
 

担当課： 学校教育課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
 ○ ○ 

 

（２）意欲高く活躍する職員ৡの向上 

人事評価制২の適正な運用、職員研修の充実による、意ඟ・能ৡの高い職員の育成や専門

性の高い職員の確保等をষうとともに、ワーク・ライフ・バランスの推進や職場環境の改善

充実等により、能ৡが発มできる環境づくりをষいます。 

番号 タイトル 取組内容 
77 人材育成基本方針のৄઉし 新たな人材育成基本方針の策定及び方針に

基づく人材育成をষう。 

担当課： 総務課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
 ○ ○ 

78 ワークライフバランスの推進 ワークライフバランスを推進するため、下
記の取組をষう。 
・職員の適正配置 
・職員の能ৡ向上のための研修の充実 
・ノー残業デーの設定による定時退庁の奨励 
・時挽出ඐ制২の活用促進       等 

担当課： 総務課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
○  ○ 

79 接遇マニュアルの策定 接遇の基本をマニュアル化し、各々が接遇
に関する意掟の再確認やৄ直しを図り、統一
的な対応ができるよう心掛ける。 

担当課： 総務課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
 ○ ○ 
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番号 タイトル 取組内容 
80 定員拻৶適正化計画 事務事業や必要な人員をৄ直し、適正な定

員管৶、職員配置をষう。 
第４次計画の策定に向け、調査・検討をষ

う。 
 

担当課： 総務課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
○ ○  

81 窓口サービスの質の向上のための 
人づくり 

各業務の本課との連携・情報共有を図ると
ともに、本課とのミーティングや庁内研修を
ষう。 

 
 
 

担当課： さしま窓口センター 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
 ○ ○ 

82 坂東市保健師人材育成計画に基づいた 
保健師の質の向上 

保健師の質の向上を図るため、個人のみな
らず組織的、体系的に人材育成をষう。 

このため、茨城県保健師人材育成指針をも
とに、坂東市の保健師の現状に合わせた人材
育成計画を作成する。 

担当課： 健康づくり推進課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
 ○  

83 職員の技術・知掟の向上（開発指導関連） 国拋交通匚・県厼築指導課・県厼築厨会等
が開催する開発ষನにおける技術基厜等に関
する研修会に積極的に参加し、技術ৡの向上
を図る。また、市ড়が安心してථらせるため
の適正な助匟をষう。 

 

担当課： 都市整備課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 

 ○  

 

（３）化に対応する組織ৡの強化 

新庁舎における業務ষ体制の検証、ষ政課題への取組強化等の視点に基づき、組織機構

の改革をষうとともに、テーマごとに沿った部局横断、ボトムアップ的な課題解決など、ฑ

ໞで効果的な組織の運用をষいます。 

番号 タイトル 取組内容 
84 組織・機構の改革 

 
 

 業務の各現場における組織的課題の把握に
資する取組（調査やアリング）や、市ড়サ
ービスの向上、政策推進のための組織づくり
について、全庁的な検討をষい、より実効性
の高い組織・機構改革を実施する。 
 また、継続的に各課の業務状況を把握し、
適正な業務体制に向け、ৄ直しをষう。 

担当課： 企画課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
○ ○ ○ 
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番号 タイトル 取組内容 
85 坂東インター工業団地専用水道給水及び

施設拻৶業務 
坂東インター工業団地への暫定的給水施設

である専用水道について、今後、水道事業と
の所管の統一に向けた取組をষう。 担当課： 特定事業推進課 

各視点での取組 
挪 質 当事者 
○   

 

（４）捦機拻৶体制の強化 

大規模自然災害発生時や緊急時などに対応できる危機管৶体制を構築するとともに、国ড়

保護、情報セキュリティやコンプライアンス、新感ഉඪなど、新たな危機管৶上の課題に対

応できるような、体制の整備をষいます。 

番号 タイトル 取組内容 
86 業務継続計画（ＢＣＰ）

※20
の策定 

 
 市業務のすべてにかかわることから、全庁
的な取り組みとして、早急にＢＣＰの策定を
ষう。 
 
 
 

担当課： 交通防災課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
 ○ ○ 

87 災害の際の避難所等の設営  避難所開設について、災害発生時に瞬時に
対応し、時間の叄ྤを匚きඥをもって業務
をຄষできるよう、関係部署との連携を図り
ながら、避難所マニュアル等のৄ直し、充実
を検討する。 

担当課： 社会福祉課 
各視点での取組 

挪 質 当事者 
○ ○  

88 教育委員会と学校との連携の強化 
（コンプライアンス） 

 各学校において「慢心」が起きないように、
定期的にコンプライアンス推進状況について
振り返りを促す機会を設定していく。 
「学校コンプライアンス推進委員会等」の開
催状況等について定期的に報告を依頼する。 担当課： 指導課 

各視点での取組 
挪 質 当事者 
 ○ ○ 
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■用語の解説 
 
１ページ 
１ 超高齢社会： 65 歳以上の人が総人口に占める割合のことを高齢化厾といい、高齢化厾

が 7%を超えると「高齢化社会」、14%を超えると「高齢社会」、21%を超えると「超高
齢社会」という。 

 
２ページ 
２ 高齢化厾： 65 歳以上の人が総人口に占める割合のこと。 
 
３ 生産ফ齢人口： 15 歳以上 65 歳掫のফ齢の人口で、生産活動に就き排働ৡの中捷と

なるফ齢ಽの人口 
 
４ 経常収支比厾： 地方税、普通交付税のように却ಥが特定されておらず、毎ফ২経常的

に収入される一ಹ財源のうち、人卅費、ჰ助費、公債費のように毎ফ২経常的に支出され
る経費に充当されたものが占める割合のこと。財政の硬直২を表し、この指数が低いほど
財政運営のഩৡ性が高い。 

 
５ 合併算定替： 普通（地方）交付税の算定において、合併後の市が勘匏益とならないよ

う、合併後 10 ফ間は合併前の೮市町が別々に掑在するものとみなし、それぞれ計算した額
を合計して交付すること。合併後 11 ফ目から段మ的に縮減され、16 ফ目から通常の計算
となる。 

 
３ページ 
６ ファシリティマネジメント：（自治体等が）組織活動のために、施設とその環境を総合

的（最適）に企画、管৶、活用する経営活動 
 
７ページ 
７ シティプロモーション： 自らの住む「まち」のྟৡを高め、「まち」を商品として、

市内外に様々な営業活動（匉り込み）をষうことにより、人口、観光振興、企業進出、人
材などを外部から呼び込み、「まち」を経営する財産を獲得するもの。 

 
10 ページ 
８ ワーク・ライフ・バランス： 仕事と生活の調匄を指す。ফ齢、性別にかかわらず、誰

もが働きながら私生活を充実させられるよう、職場や社会環境を整えること。 
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11 ページ 
９ ＰＤＣＡ： 仕事（事業活動・ষ政活動）において、目標を設定し達成するための管৶

などを円ෟに進める手法。Plan（計画）→Do（実ষ）→Check（評価） →Action（改善）

のದ番で、進捗管৶をষう。 
 

15 ページ 
10 PPP： パブリック・プライベート・パートナーシップのറ。公（厑）とড়間が連携し

て公共サービスの提供をষう手法のこと。 
 

11 PFI： 公共施設等の設計、厼設、持管৶及び運営に、ড়間の資সとノウঁウを活用し、

公共サービスの提供をড়間主導でষうことで、効厾的かつ効果的な公共サービスの提供を

図ること。上記ＰＰＰの代表的な手法の一つ。 
 

12 グリーンツーリズム： 緑豊かな農山漁村地域でゆっくりと滞在し、訪れた地域の自然、

文化、人々との交及を掱しむ体験型のၿ活動。 
 

17 ページ 
13 ネーミングライツ： 命名権制২。公共施設等に名ูを付与する権匏及びこれに付ఝす

る౾権匏等（パートナーメリット）をいう。一ಹ的に、企業等が、施設の保有者（自治体

等）に、命名権厄を支掾い、施設の愛ูに企業名や商品名等を付けることで、്捱効果を

期待するとともに、自治体等の財源に寄与することで、社会的貢献を果たすもの。 
 

18 ページ 
14 クラウドファウンディング（ＣＦ）： 群衆（crowd）と資স調達（fundinｇ）をかけ

合わせた造指。インターネット上で勘特定多数の人から、事業やサービス等にかかる資স

を調達する仕組み 
 

20 ページ 
15 要介護認定厾： 介護保険 1 号被保険者（65 歳以上の加入者）における要介護の認定

を受けた人の割合のこと。 
 

23 ページ 
16 地方公会計制২： 地方自治体の会計制২に「発生主義・複式簿記」といった企業会計

的要ಞを取り込むことにより、資産・負債などのストック情報や現স主義の会計制২では

ৄえにくいコストを把握し、自治体の財政状況等を分かりやすく開示するとともに、資産・
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債務の適正管৶・有効活用といった中শ期的な視点にয়った自治体経営の強化に資するも

の。 
 

27 ページ 
17 自治体クラウド： 地方自治体が住ড়情報などをড়間のデータセンターに移し、クラウ

ド上でサービスを受けられる環境のこと。複数の自治体でデータを共同管৶することで、

コストの削減や費用に比して高২なセキュリティが期待できる。 
 

18 ＲＰＡ： ロボティクス・プロセス・ड़ートメーションのറ。コンピュータ上で人間が

ষう作業を記༨させることで、定型的な業務等を自動化するもの 
 

28 ページ 
19 ＢＰＲ： ビジネス・プロセス・リエンジニアリングのറ。業務プロセス（発生から完

വにඹる厢损）そのものを掽本的にৄ直し、全体を一から構築し直す取り組み。 
 

31 ページ 
20 業務継続計画（ＢＣＰ）： 災害発生時など、人材や資材に制約がある状況下において

も適卲に業務をຄষできるよう、被害想定や历先すべき業務の整৶、人員の配置案などを

あらかじめ定め、備えておく計画。 


